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は じ め に

　本書は、税理士試験の重要科目の一つである「簿記論」につ

いて、項目（テーマ）別にコンパクトにまとめたものです。

　しかし、単に税理士試験の対策として必要な要点を簡略化し

てまとめたものではありません。基礎知識が未習熟な人でも、

学習の手助けとなるように、基礎となるポイントを確実に押さ

えた内容となっています。

　「簿記論」を初めて学習する人は、そのとっつきにくさにと

まどってしまうことも多いでしょう。なぜなら、基礎知識をき

ちんと踏まえたうえで、仕訳と計算を確実にこなさなければな

らない科目であるからです。

　単に暗記をすれば解答できる科目とは異なるため、効果的な

勉強法がつかめず、手探りの学習に陥ってしまいがちですが、

本書は、各項目の最初に「学習のポイント」を表示するなど、

初めて学ぶ人でも効率よく学習が進められるように、さまざま

な工夫を凝らしてあります。ですから、「ポイント整理」で要

点をつかみ、「例題」を解き、「解答・解説」で確認することで、

無駄のない学習を進めていくことができます。

　すでにひととおり学習をした人は、知識に欠落がないか、弱

点はないかを、「例題」を解きながら確かめることができます。

また、復習や試験前の総まとめの際にも最適なパートナーとなっ

てくれるでしょう。

　本書は、税理士試験で毎年抜群の実績を残しているＴＡＣで

使用している基本テキストをはじめとする各種の教材をコンパ
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クトにまとめたものですから、税理士試験に限らず、会計学を

受験科目とする、簿記検定 1級、国税専門官、建設業経理士 1

級など各種試験に対応した知識も習得することもできます。

　税理士試験に限らず、試験勉強は、何度も繰り返し学習する

ことで習熟度を増すことができるものです。「本書の特長と使

い方」を参考に、自己の習熟度を確かめながら、受験勉強を進

めてください。

　なお、本書は2023年10月 1 日時点の施行法令に準拠していま

す。

　本書が、税理士試験などを受験する人の、力強い味方になれ

ば幸いです。

ＴＡＣ税理士講座
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本書の特長と使い方 

① 本書は、「簿記論」を「基礎理論」を確実に習得したうえで「仕

訳」と「計算」ができるような構成になっています。「理論」

と「仕訳」は学習上不可分であり、「理論」と「仕訳」を同

時に学習したほうが学習効率もよいとの考えから、各ポイン

トごとに相互に学習できるようにまとめました。

② 各項目は税理士試験の重要度に応じて、「Ａ☆☆☆」「Ｂ☆☆」

「Ｃ☆」の 3 段階で明示しています。そのため、重要度の高

い項目から取り組むなど、自己のスケジュールに合わせて学

習することができます。

③ 各項目の最初に、効率のよい学習ができるように、「学習の

ポイント」として要点を提示しています。

④ 重要な事柄を、文章の中で理解したほうがよいものは文章に、

図表の中で視覚的に理解したほうがよいものは図表にまとめ

てあります。

⑤ 「簿記論」では、「仕訳」に習熟することが重要です。その

ため、本書では、各ポイントごとに例題を設け、仕訳、公式

の内容を解説してあります。ですから、手軽に持ち歩ける問

題集としても活用することができます。

⑥ 各項目に関連する、覚えておきたい重要な語句、重要なポイ

ントは太文字にしてありますので、一目で確認をすることが

できます。

⑦ 重要項目の理解と暗記には、繰り返し学習することが大切で

す。そこで、自己の学習がどの程度進んでいるかを確認でき

るように、各項目の最初のページに「学習度チェック」を付
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けました。

⑧ 巻末には、チェックしたい項目が簡単に引き出せるように「索

引」が付いています。この索引によって、重要語句の暗記に

役立つだけでなく、掲載ページが一目で確認できるので、関

連項目もチェックしながら学習することができます。
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1 　簿記一巡の手続 重要度Ｂ
★★

ポイント整理
1  ．簿記一巡の手続（大陸式簿記法）
⑴　開始手続
　開始手続とは、営業取引の記帳を行うために帳簿の準備を
する手続のことを指す。一事業年度における簿記一巡の手続
は、この開始手続をすることから始まり、開始仕訳と再振替
仕訳がある。
①　開始仕訳
　期首に、資産・負債・純資産の期首残高を、総勘定元帳
の各勘定に記帳する手続であり、純大陸式（開始残高勘定
を用いて開始仕訳を行う方法）と準大陸式（開始残高勘定
を用いないで開始仕訳を行う方法。純大陸式の簡便法）の
2つの方法がある。

純 大 陸 式
資産の勘定 ×× 開 始 残 高 ××
開 始 残 高 ×× 負債の勘定 ××

純資産の勘定 ××
準 大 陸 式
（簡 便 法）

資産の勘定 ×× 負債の勘定 ××
純資産の勘定 ××

②　再振替仕訳
　前期末に設けられた経過勘定項目（前払費用・前受収益・
未払費用・未収収益）については、開始仕訳に続いて前期
末の決算整理仕訳の反対の仕訳を仕訳帳に行い、総勘定元
帳へ転記することにより、元々の費用・収益の勘定へ振り
替える。

1  ．簿記一巡の手続（特に決算手続の流れ）を理解する。
2  ．開始手続・営業手続・決算手続について、それぞれの時点で
行うべき処理をマスターする。特に決算整理仕訳と決算振替仕
訳の違いを確認する。
3  ．費用・収益の見越・繰延を理解する。

●学習のポイント●
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⑵　営業手続
　営業手続とは、期中における営業取引を記帳する手続を指
す。営業取引を仕訳帳へ仕訳し、それを総勘定元帳の勘定に
転記する。
⑶　決算手続
　決算手続とは、当期における損益計算と、当期末現在の資
産・負債・純資産を計算し、財政状態を明らかにするために、
帳簿を締め切って整理することを指す。決算手続は、以下の
順に行われる。

①　決算整理前試算表の作成 決算にあたり、開始手続及び営業
手続について、仕訳帳から総勘定
元帳への転記が正しく行われたか
を検証するために、総勘定元帳の
各勘定に記入された金額を集計す
る。

②　決算整理 収益・費用の正しい発生額、財産
の実際有高を調査し、総勘定元帳
の記録を修正したり、新しい勘定
を設けて記録する。

③　決算整理後試算表の作成 決算整理後に、仕訳帳から総勘定
元帳への転記が正しく行われたか
を検証するために、総勘定元帳の
各勘定に記入された金額を集計する。

④　決算振替と帳簿の締切
　⒜ 収益・費用の損益勘定へ
の振替

当期純利益を算定するために、損
益勘定を設けて、これに決算整理
後の収益・費用の各勘定の残高を
振り替えて集計する。

　⒝ 当期純利益の純資産勘定
への振替

当期純利益は、純資産の正味増加
額なので、これを純資産の勘定へ
振り替える。

　⒞ 資産・負債・純資産の残
高勘定への振替

資産・負債・純資産の期末残高を
残高勘定に振り替える。この振替
処理により、各勘定の残高がゼロ
となるため、勘定を締め切る。

⑤ 　損益計算書・貸借対照表
の作成

全帳簿の締切終了後、損益勘定を
基に損益計算書を、残高勘定を基
に貸借対照表を作成する。
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◆例題◆
　個人企業であるＡ商店の当期中の取引は以下の⑴～⑶のと
おりである。
⑴　前期末の残高勘定（なお、開始仕訳は開始残高勘定を用
いない方法による）

残　　　　　高
現 金 10,000 未 払 営 業 費 200
繰 越 商 品 5,000 資 本 金 14,800

15,000 15,000

⑵　営業取引（同種取引を集約）
　①　商品30,000円を仕入れ、代金は現金で支払った。
　②　商品40,000円を売上げ、代金は現金で受取った。
　③　営業費6,000円を現金で支払った。
⑶　決算整理事項
　①　期末商品棚卸高　6,000円
　②　営業費の見越高　300円
 【解答・解説】
⑴　開始手続

① 現 金 10,000 未 払 営 業 費 200
繰 越 商 品 5,000 資 本 金 14,800

② 未 払 営 業 費 200 営 業 費 200
※ 1  　①開始仕訳
※ 2  　②再振替仕訳

⑵　営業手続（営業仕訳）
① 仕 入 30,000 現 金 30,000
② 現 金 40,000 売 上 40,000
③ 営 業 費 6,000 現 金 6,000
⑶　決算手続
　①　決算整理前残高試算表

決算整理前残高試算表
現 金 14,000 資 本 金 14,800
繰 越 商 品 5,000 売 上 40,000
仕 入 30,000
営 業 費 5,800

54,800 54,800
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　②　決算整理仕訳

① 仕 入 5,000 繰 越 商 品 5,000
繰 越 商 品 6,000 仕 入 6,000

② 営 業 費 300 未 払 営 業 費 300
※ 1  　①売上原価の算定
※ 2  　②営業費の見越計上

　③　決算整理後残高試算表
決算整理後残高試算表

現 金 14,000 未 払 営 業 費 300
繰 越 商 品 6,000 資 本 金 14,800
仕 入 29,000 売 上 40,000
営 業 費 6,100

55,100 55,100
　④　決算振替仕訳

①
売 上 40,000 損 益 40,000
損 益 35,100 仕 入 29,000

営 業 費 6,100
② 損 益 4,900 資 本 金 4,900

③

残 高 20,000 現 金 14,000
繰 越 商 品 6,000

未 払 営 業 費 300 残 高 20,000
資 本 金 19,700
※ 1  　①収益・費用の損益勘定への振替
※ 2  　②当期純利益の資本金勘定への振替
※ 3  　③資産・負債・純資産の残高勘定への振替

　⑤　損益勘定
損　　　　　益

仕 入 29,000 売 上 40,000
営 業 費 6,100
資 本 金 4,900

40,000 40,000
　⑥　残高勘定

残　　　　　高
現 金 14,000 未 払 営 業 費 300
繰 越 商 品 6,000 資 本 金 19,700

20,000 20,000
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2  ．費用・収益の見越・繰延
　期中における費用・収益の計上は、現金の収入・支出に基づ
いて行われるため、当期分に計上すべき費用や収益が計上され
ていなかったり、次期以降に計上すべき費用や収益が計上され
ている場合がある。そこで、決算時に決算整理として、当期の
費用・収益を修正するため、次の経過勘定項目が計上される。
⑴　費用・収益の繰延
①　前払費用
　期中に費用として支払った金額のうち、次期以降に属す
る分があるときは、その金額を当期の費用からマイナスす
るとともに、一時的に前払費用勘定（資産勘定）に振り替
え、次期へ繰り越す。

②　前受収益
　期中に収益として受け取った金額のうち、次期以降に属
する分があるときは、その金額を当期の収益からマイナス
するとともに、一時的に前受収益勘定（負債勘定）に振り
替え、次期へ繰り越す。

⑵　費用・収益の見越
①　未払費用
　期中に支払っていないが、当期の費用として計上すべき
分があるときは、その金額を当期の費用にプラスするとと
もに、一時的に未払費用勘定（負債勘定）に振り替え、次
期へ繰り越す。

②　未収収益
　期中に受け取っていないが、当期の収益として計上すべ
き分があるときは、その金額を当期の収益にプラスすると
ともに、一時的に未収収益勘定（資産勘定）に振り替え、
次期へ繰り越す。

⑶　翌期首の処理（再振替仕訳）
　前期末に設けられた経過勘定項目（前払費用・前受収益・
未払費用・未収収益）については、前期末の決算整理仕訳の
反対の仕訳を行い、元々の費用・収益の勘定へ振り替える。
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◆例題◆
　次の資料に基づき、①決算整理仕訳、②翌期首の再振替仕
訳を行いなさい。
⑴　 決算整理前残高試算表

営 業 費 5,000 受 取 利 息 2,000
支 払 利 息 3,000 有 価 証 券 利 息 4,000

⑵　当期の繰延・見越は次のとおりである。
　　 （繰延高）営　業　費　100円、受　取　利　息　20円
　　 （見越高）支　払　利　息　 60円、有価証券利息　40円
 【解答】
　①　決算整理仕訳

前 払 費 用 100 営 業 費 100
受 取 利 息 20 前 受 収 益 20
支 払 利 息 60 未 払 費 用 60
未 収 収 益 40 有 価 証 券 利 息 40

　②　翌期首の再振替仕訳
営 業 費 100 前 払 費 用 100
前 受 収 益 20 受 取 利 息 20
未 払 費 用 60 支 払 利 息 60
有 価 証 券 利 息 40 未 収 収 益 40
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